
北海道告示第 10973 号 

 北海道が令和３年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。 

 

  令和３年７月８日 

                                                                  北海道知事  鈴木 直道 

 

（保健福祉部所管分 その 22） 

 

  補助金等を交付する事 

  務又は事業の名称及び 

  その目的又は趣旨 

 

 

 

補助対象者 

 

 

 

 

補 助 対 象 経 費 

 

 

 

 

補 助 率 等 

 

 

 

交付申請書に添付す

べき関係書類 

 

 

実績報告書に添付す

べき関係書類 

 

 

交付申請書の提出部

数、提出期限及び提出

先 

 

 

補助金等

の交付に

関する権

限の委任 

 

 

摘  要 

 

 

１ 地域少子化対策重点推進事業

（結婚新生活支援事業） 

市町村が、結婚・妊娠・出産

・育児の「切れ目ない支援」の

ために行う取組のうち、結婚に

対する取組及び結婚、妊娠・出

産、乳児期を中心とする子育て

に温かい社会づくり・機運の醸

成の取組について、これまでの

地方自治体の取組から発掘され

た優良事例の横展開を支援する

とともに、婚姻に伴う経済的負

担を軽減するため、市町村が新

規に婚姻した世帯を対象に婚姻

に伴う新生活を経済的に支援す

る施策の実施を推進し、もって、

地域における少子化対策の推進

に資することを目的として、予

算の範囲内で補助する。 

 

市町村

（一部事務

組合及び広

域連合等を

含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 重点課題事業及び優良事例の

横展開支援事業 

当該事業に必要な諸謝金、報

酬、給料、職員手当等、報償費、

旅費、需用費、役務費、委託料、

使用料及び賃借料、備品購入費、

負担金、補助金 

２ 結婚新生活支援事業 

  新規に婚姻した世帯（夫婦共

に婚姻日における年齢が 39歳以

下かつ夫婦の合計所得が 400 万

円未満の世帯に限る。）に対し

て市町村の支給する経費であっ

て、下記に係るもの。 

（１）婚姻に伴う新規の住宅取得

費用又は住宅賃借費用に係る

支援 

（２）婚姻に伴う引越費用に係る

支援（引越業者又は運送業者

への支払いに係る実費に限

る。） 

 

３分の２ 

（令和３年

度地域少子

化対策重点

推進事業（結

婚支援事業）

実施要領別

記１に該当

するもの。） 

 

２分の１ 

（令和３年

度地域少子

化対策重点

推進事業（結

婚支援事業）

実施要領別

記２及び３

に該当する

もの。） 

 

 

保福第１号様式 

保福第１の 18 号様式 

保福第１の 20 号様式 

保福第 442 号様式 

保福第 443 号様式 

保福第 444 号様式 

保福第 465 号様式 

別に指示する様式 

 

 

 

 

 

 

 

保福第１の 28 号様式 

保福第１の 31 号様式 

保福第 446 号様式 

保福第 447 号様式 

保福第 448 号様式 

保福第 466 号様式 

別に指示する様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出部数 １部 

提出期限 別に指示

する日 

提 出 先  保健福祉

部子ども

未来推進

局子ども

子育て支

援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書類は、総合

振興局又は振

興局の保健環

境部社会福祉

課長を経由す

ること。 

 



２ 地域少子化対策重点推進事業 

市町村が、結婚・妊娠・出産

・育児の「切れ目ない支援」の

ために行う取組のうち、「少子

化対策大綱」（令和２年５月 29

日閣議決定）も踏まえ、市町村

が行う少子化対策を支援すると

ともに、若い世代が結婚や出産

の希望を実現できる社会をつく

り、子育てしやすい生活環境を

整備するために、地域の実情・

課題に応じて市町村が実施する

取組を重点的に支援することと

し、もって、地域における少子

化対策の推進に資することを目

的として、予算の範囲内で補助

する。 

 

市町村（一

部事務組合

及び広域連

合等を含

む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 重点課題事業及び優良事例

の横展開事業 

  当該事業に必要な諸謝金、報

酬、給料、職員手当等、報償費、

旅費、需用費、役務費、委託料、

使用料及び賃借料、備品購入

費、負担金、補助金 

２ 結婚新生活支援事業（都道府

県主導型市町村連携コース） 

  新規に婚姻した世帯（夫婦共

に婚姻日における年齢が 39 歳

以下かつ夫婦の合計所得が

400 万円未満の世帯に限る。）

に対して市町村の支給する経

費であって、下記に係るもの 

（１）婚姻に伴う新規の住宅取得

費用又は住宅賃借費用に係

る支援 

（２）婚姻に伴う引越費用に係 

  る支援（引越業者又は運送 

  業者への支払いに係る実  

 費に限る。） 

３分の２ 

（令和３年

度地域少子

化対策重点

推進事業実

施要領別記

１及び３に

該当するも

の。） 

 

２分の１ 

（令和３年

度地域少子

化対策重点

推進事業実

施要領別記

２に該当す

るもの。） 

保福第１の 18 号様式 

保福第１の 20 号様式 

保福第 422 号様式 

保福第 423 号様式 

保福第 424 号様式 

保福第 459 号様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

保福第１の 31 号様式 

保福第 426 号様式 

保福第 427 号様式 

保福第 428 号様式 

保福第 460 号様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出部数 １部 

提出期限 別に指

示する

日 

提 出 先  保健福祉

部子ど

も未来

推進局

子ども

子育て

支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

書類は、総合

振興局又は振興

局の保健環境部

社会福祉課長を

経由すること。 

 

 

 

 


